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はじめに

近年、自治体職員の職務に対する意識や姿勢が鋭く問われるようになっ

ている。そこでは、今日的な自治体職員の資質として、高度な専門的能

力もさることながら、公共サービスの提供や地域づくりに対するやる気

や熱意、つまり高いモチベーション（motivation）を保持した人材である

ことが（半ば前提として）求められている。

こうした自治体職員像の台頭は、自治体を取り巻く環境の変化を背景

とした時代の要請である。その最大の変化は、地方分権の潮流の中で、

自治体に求められる役割と責任が増大したことにあるが、その裏面とし

て、三位一体改革以降の自治体財政の急激な悪化や、職員定数の一貫し

た削減に伴う人的資源の不足といった、行政資源の厳しい制約状況があ

ることを見逃してはならない。今日の自治体現場は、資源の制約のなか

でますます拡大し多様化する住民ニーズに応答していくという困難な課

題に直面しており、それゆえに職員一人ひとりの高いモチベーションを

確保することは喫緊の課題とされるのである。

さらに、今日では、「地方創生」や「人口減少社会」といった新たなト

レンドの出現によって、そうした時代の要請はますます強化されている。

「遅れず、休まず、働かず」の姿勢で済まされてきたかつての牧歌的な時

代はとうに過ぎ去ったのであり、われわれは、否が応でも自治体職員の

モチベーションの問題に目を向けなければならない。

しかるに、わが国の行政学研究において、公務員のモチベーション研

究はほとんど未開拓の領域である。このテーマを正面から扱った文献が

皆無なわけではないが、現状では一部の学者によって散発的に研究がな

されるにとどまっている（太田1999, 2011、田尾1990, 1999、吉川2008など）。

翻って、アメリカをはじめとした海外の行政学研究に目を向けてみる

と、そこには、Public Service Motivaiton（以下、PSM と略す）研究と呼ば
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れる一連の研究領域が存在していることに気が付く。ここで、PSM とは、

行政職員をはじめとした公務労働者に特有に備わるとされる、「人や社会

の役に立ちたい」といった思いを表す概念であり、PSM 研究とは、この

PSM 概念を軸とした公務労働者の利他的ないし規範的な動機づけに焦点

を当てたモチベーション理論である。後に見るように、PSM 研究では今

日までに膨大な知見が蓄積されており、研究の国際化も進むなど、その

発展には著しいものがある。

こうした状況を鑑みるに、わが国において体系的な公務員のモチベー

ション研究を始動するにあたっては、これまでの PSM 研究の成果を包

括的に摂取することから着手するのが賢明であろう。この点、近年になっ

てようやく、わが国においても PSM 研究の紹介がなされるようになっ

てきた（泉澤2014、水野2014、田尾2015）。

しかし、その摂取はいまだ十分ではない。なぜなら、これらの諸研究

は、その記述の体系性や網羅性に関して限界を有していることに加え、

PSM 研究を摂取したうえでその到達点と課題を見極める作業を行ってい

ないからである。まず、水野（2014）は、PSM 研究と経営学や心理学に

おけるモチベーション理論との比較分析を目的とした研究であり、PSM

研究に関する記述はそこでの比較に必要な範囲に限定されている。また、

田尾（2015）は組織論に基づく地方公務員論の概説書である。そのため、

その記述は日本社会の文脈に沿った形でなされており、理解がしやすく

示唆に富む反面、研究の展開を詳細に跡付けるものとはなっていない。

これに対して、泉澤（2014）では、PSM 研究の第一人者である J・L・ペ

リーの業績を中心に研究の展開が丹念に記述されている。だが、論点ご

との記述に偏りがある点、あくまで研究の紹介にとどまり考察等が加え

られていない点においてなお限界がある。

以上を踏まえ、本稿では、PSM 研究の包括的な摂取を目的として、こ

れまでの PSM 研究の展開を体系的に記述し、その上で研究の到達点と

課題について考察を行う。
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第１章　PSM研究の展開

第１節　研究の前史

１　時期区分

今日の通説的見解によれば、行政学における PSM 研究は、その記念

碑的論文である Perry and Wise（1990）によって確立されたとされる。た

だし、PSM と類似した、公務の性質に由来する特殊な倫理や責任の存在

は、古来より様々な形で言及がなされている。特に、私的利益を脇にお

いて公共の利益を追求する「全体の奉仕者」としての公務員像は、政治

哲学の伝統においてひとつの理念ないし徳として語られてきた（Horton 

2008）。

しかるに、このテーマは戦後のアメリカ行政学において主要な学問的

地位を獲得するには至らず、さらにそこでの研究の多くは、公務員のあ

るべき姿や行動倫理を提示するような規範的かつ啓蒙的な性格が色濃い

ものであった（O’Toole 2006）。しかしその一方で、1970年代以降には、主

として組織論や行政管理学的な視点から、かつての古典的研究が示して

きた公務員像に対して実証的に接近していく新たな研究潮流が生まれ、

これが後に Perry and Wise（1990）へと結実したのである。

よって、本稿ではアメリカ行政学における1970年代から1990年に至る

までの時期を PSM 研究の前史と位置付け、当時の社会的背景と研究の

展開を明らかにしていく。

２　社会的背景

まずは、上述した新たな研究潮流が台頭した当時の社会的背景を確認

しておこう。この時期のアメリカ行政学において、なにゆえ公務員の倫

理やモチベーションが注目を集めるようになったのであろうか。この問

いに対する答えとしては、次の２点が指摘されている。
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第１に、アメリカ国民の政府に対する信頼の著しい低下である。第２

次世界大戦の勝利からおよそ20年間、国民の政府に対する信頼は極めて

高かったが、これが1964年を境に一直線に下降していく。ミシガン大学

の調査によれば、60年代初めに連邦政府を「いつも」あるいは「大半の

場合」信用していると回答した国民が約75% であったのに対して、1980

年時点ではそれが約25% にまで低下していた（オレン2002：117-118）。州

政府や自治体政府への信頼は、連邦政府と比べると多少は高かったが、

それでも同様に低調であった。

その原因には諸説あるが、中でも、（国民の主観的な）政府のパフォー

マンスの低下と、政治家や公務員の倫理的退廃が指摘されることが多い。

当時のアメリカ国民の目には、政府は公共問題の効率的な処理に失敗し

ており、政府を運営する政治家や公務員は私的利益の追求に邁進する利

己主義者として映ったのである。

この政府に対する信頼の低下は、学界においても様々な反応を引き起

こした。そのひとつの極が、「政府の失敗」言説に呼応し、タロックやブ

キャナンらによって主導された公共選択論の伸張である。また、他方の

極では、主としてコミュニタリアン的な立場から、公務員の権威失墜と

自信喪失に対して、その職業の「全体の奉仕者」としての意義を擁護す

る議論が現れている（片岡1998：56-57）。PSM 研究は、このうち後者の系

譜に属する議論として、この時期に輪郭を現し始めることになる。

第２に、これは１点目から派生したのであるが、アメリカにおける公

共部門への業績給（performance-related pay あるいは pay for performance）の

導入が PSM 研究を生み出す契機となった。政府の信頼失墜を深刻に受

け止めた当時の政治指導者たちは、行政組織のパフォーマンスを改善す

るために、公務員を効果的に動機づけるための新たな人事管理システム

を模索したのである。

連邦政府への業績給の導入は、カーター政権期の1978年に制定された

公務員制度改革法（Civil Service Reform Act; CSRA）に起源をもつ。そこで
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は、新たに設けられた上級管理職員および一般俸給表の等級13から15に

相当する幹部職員に対して業績給の適用がなされた。また、連邦政府で

の改革を受けて、州政府や自治体政府においても、この時期に CSRA を

範とした公務員制度改革が広く見られるようになる。だが、周知の通り、

この試みは当初期待されていた成果を十分に上げることができず、1984

年には早くも新法によって修正が図られている。

こうして、実際の制度改革が不調に終わったという事実もあって、公

共部門への業績給の導入には批判的な論調も少なくなかった。例えば

Ingraham（1993）は、客観的な根拠なしに成果主義が民間で成果を上げ

ていると思い込み、その中身を吟味することなく公共部門に持ち込んで

しまったと当時の改革を痛烈に批判している。これらの批判の中では、

業績給に対する職員間の合意形成の不足や、査定における公正さや透明

性の欠如といった制度上、運用上の不備が失敗の原因として指摘された。

しかし他方では、公私組織の差異を重視し、民間企業で用いられている

マネジメント手法を公共部門へ適用することそれ自体の本来的な限界を

指摘する、より根本的な批判も現れている（Perry 1986）。後者の批判に

おいては、公務員と民間労働者のもつモチベーション構造の差異が注目

されるようになり、民間労働者とは異なる公務員に特有のモチベーショ

ン構造の解明に向けて舵が切られていくのである。

３　公私組織の比較研究

政府の信頼失墜と業績給の導入という２つの背景が PSM 研究を生み

だす原動力となったわけであるが、そこでの研究は公私組織の比較研究

を通じて展開されていく。

その先駆は Buchanan（1975）である。当時、一般に公務員は民間労働

者に比べてモチベーションが低いと考えられていたが、ブキャナンはこ

の言説の真偽を明らかにしようとした。ここでは、公私組織の管理職層

を対象に、労働者の職務に対する関与の程度を示すジョブインボルブメ
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ントを指標に用いた調査がなされた。その結果は、彼の当初の予想に反

して、果たして公共部門の管理職は民間の管理職に比べてジョブインボ

ルブメントは相対的に低いというものであった。ブキャナンはその理由

として、①行政組織は民間企業に比べて組織の凝集性が低いこと、②組

織目標が抽象的かつ曖昧であること、③成員のキャリア期待と組織の現

実とのギャップが著しいことを指摘している。

ところが、この結果に対しては、後に Rainey（1982）が疑義を差し挟

んでいる。レイニーは、ジョブインボルブメントの指標は個人の生活全

体における仕事の重要性を問うものであって、そこでは公務という仕事

それ自体がもつ意義が問われていない点を問題視した。そこで、「有意義

な社会貢献の望ましさ」を指標に加えて再度の調査を行ったところ、

Buchan（1975）とは対照的に、公共部門の管理職層の方が高いスコアを

獲得している。この結果から、レイニーは、公務員は金銭などの私的利

益よりも公共サービスへの従事といった利他的な要素に強く動機づけら

れる傾向にあると結論し、公務員のこうした傾向性を表現する概念とし

て、ここで初めて“Public Service Motivation”という語が用いられたの

である。

ところで、この両者の対立は、既存のモチベーション研究において、

公私組織を架橋する理論の構築が不十分であったことにその一因がある。

この点に関しては、Perry and Porter（1982）が先行研究を通じて公私組

織における文脈や環境の差異を詳細に比較検討している。そこでは、従

来のモチベーション理論の大部分が民間部門にのみ適用可能な前提の元

に成り立っているため、公共部門における動機づけを扱う際には既存理

論とは異なる新たな理論の構築が必要であることが主張された。

公共部門を対象とした独自の理論を構築する必要性は、個人の職業選

択の場面を想起すると理解しやすい。すなわち、アメリカにおいては、

一般に民間に比べて公共部門の給与水準は低いとされるが、それにもか

かわらず公務員を志す人々が存在するのはなぜだろうか。従来の議論で
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は、雇用の安定性やワーク・ライフ・バランスが公務員を志す人にとっ

て重要なインセンティブとなると考えられてきたが、これに対して、

Frederickson and Hart（1985）や Kelman（1987）は、実利的なインセン

ティブに還元されない公務員の倫理的、規範的な動機づけの存在を示唆

している。

だが、こうした公務員に特有な動機づけを議論の俎上にのせるために

は、それを学術的な概念として定式化する作業が不可欠であった。

第２節　研究の確立

１　PSM概念の定式化

この節では、PSM 研究を確立した記念碑的論文として Perry and Wise

（1990）をとりあげる。彼らは、これまで様々な形で言及されてきた公務

員の動機づけを体系的に整理することを通じて、PSM の概念化を試みた。

ここで PSM は、「公共部門の組織や制度に本来的かつ独自に内在する動

機づけに対応した個人の性向」として最初の定義が与えられている（Perry 

and Wise 1990: 368）。その上で、彼らは、動機づけを合理的（rational）、規

範的（norm-based）、情緒的（affective）の３つの次元に区別する Knoke and 

Wright-Isak（1982）の議論に依拠して、PSM の３次元モデルを提示した。

第１に、PSM の合理的次元では、公務員の利己的な動機づけに焦点が

当てられる。ここでは、政策立案のような刺激的な作業に参加すること

が公務員の自己重要感を充足させることや、特定の政策プログラムと自

己との「一体化（identification）」を通じて政策の実現に邁進するようにな

る事例が紹介されている。また、多元主義の文脈では、代表的官僚制論

などが典型的であるが、公務員は各々の所属するコミュニティの特殊利

益を主張し擁護する役割をもつもつべきとされる場合があり、そうした

「特殊利益のアドボカシー」も合理的次元に位置する動機づけであるとさ

れる。

第２の規範的次元は、公共部門に埋め込まれた価値や規範の個人にお
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ける内在化であり、PSM の中核に位置する次元である。例えば、ダウン

ズは、公務員の動機づけの中に「公共の利益へ奉仕したいという願望」

が含まれることを認めた上で、それが専ら社会制度によって醸成される

ことを指摘している（ダウンズ1987：100）。また同様に、Buchanan（1975）

は、国家主権の一部を担う受託者としての公務員の役割から生じる「市

民としての義務（civic duty）」や「政府への忠誠心」が彼らを動機づける

と主張した。さらに、Frederickson（1980）は、公共サービスの提供を通

じた「社会的公正（social equity）」の実現を現代行政の新たな価値として

挙げており、これも公務員を動機づけるひとつの規範であるとされる。

第３の情緒的次元については、ギューリックが、「組織目標の社会的重

要性や崇高さに対する個人の信念」が公共部門へのコミットメントを生

むことを指摘している（Blumberg 1981: 248）。また、Frederickson and Hart

（1985）は、自らの政治的コミュニティに属する人々への広汎な愛情が公

務員にとっての重要な動機づけになるとして、これを「博愛心に基づく

パトリオティズム（Patriotism of benevolence）」と名付けた。

ここまでの議論を整理した図1-1をみると、Perry and Wise（1990）は、

図1-1　PSMの構成要素

合理的次元

・政策形成過程への参加
・自己との一体化を理由とした公共プログラムへのコミットメント
・特殊利益や私的利益のアドボカシー

規範的次元

・公共の利益へ奉仕したいという願望
・市民としての義務や政府への忠誠心
・社会的公正

情緒的次元

・社会的重要性の確信に基づいた公共プログラムへのコミットメント
・博愛心に基づくパトリオティズム

（Perry and Wise 1990: 370）
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PSM を３つの次元と８つの要素からなる多面的な概念として捉えている

ことがわかる。もっとも、これはあくまで概念上の分類であり、現実の

公務員はこれらの要素が様々な程度で入り混じった混合的なモチベーショ

ンを抱いて日々の職務を遂行していることは言うまでもない。

２　PSM研究の理論的位置づけ

ところで、以上のような PSM 概念を軸とする研究は理論的にはどの

ように評価されるのであろうか。結論から言えば、PSM 研究は、広義に

は合理的選択理論の、そして狭義には合理的選択理論に依拠した経営学

や心理学における伝統的な動機づけ理論への対抗理論として位置付けら

れる。それは、この両者が公共部門への業績給の導入を後押しした理論

的基盤であったことから導かれる当然の帰結であった。その詳細につい

ては後に第２章３節で扱うが、ここで PSM 研究の理論的位置づけを明

確にしておくためにも、以下でその含意を簡潔に検討しておこう。

まず、前者の合理的選択理論とは、周知の通り、もともとはアローを

先駆として経済学の領域で生まれた理論であり、その後ダウンズやニス

カネン、ダンリヴィーらによって政治学や行政学に応用され発展してき

た。そして今日では、合理的選択理論は公共選択論やゲーム理論、合理

的選択制度論などへ派生し、現代の政治学や行政学において重要な地位

を占めるに至っている。ただし、このように合理的選択理論は今やひと

つのパラダイムへと成長したがために、「合理的選択」という言葉は論者

によって様々な意味内容で用いられることになる。それゆえ、合理的選

択理論を一概にとらえることは難しいが、一般的には、①人間は私的利

益を追求する利己的な存在であり（利己性仮定）、②その選好は不変でか

つ明確な序列を持っており（単峰性仮定）、③所与の状況の中で期待効用

を最大化する選択を行う（効用最大化仮定）、という３点が前提とされて

いることが多い（リード1996：106）。

PSM 研究は、多くの合理的選択論者が依拠するこれら３つの前提を批
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判するが、その中でも、PSM 研究と合理的選択理論の差異が特に明確に

表れるのが、①利己性仮説においてであり、具体的には、合理的選択論

者が描く以下のような官僚像に対するオルタナティブを示すことを企図

している。

「官僚は、究極的には公的使命を持ち合わせた職員でなければならない
のだけれども、真に公的使命を持ち合わせた職員は稀であるとしかいい
ようがない。部局の行動は彼ら自身の利益を擁護する役人らしい行動で
あり、階級組織固有の言い訳などは組織全体として共通に生み出される。
官僚制は民主的な代表的主体によって常に監督される必要があって、公
的使命で行動する部分を最大限まで担保し続ける必要がある。官僚制は
個人や組織自身の目標よりも、社会的な目標を果たすように規則的に監
視される必要がある。しかし、どのような一時点を取り出しても、常に
官僚は新しい部局を設立するなど拡大する傾向にある」（黒川2012：85）。

もちろん、官僚行動にはこうした一面があることは否定できない事実

であるし、利己的な官僚モデルの想定は官僚制の弊害や病理現象を理解

するうえで有用であったことも確かである。だが、その一方で、利己的

な官僚像を措定することで見落とされてしまう側面も数多い。Di Iulio

（1994）は、合理的選択理論は、なぜ公務員が怠業し堕落していくのかを

説明することはできても、なぜ公務員は時に自身の身を粉にしてまで働

くのか、なぜ税金の支出を抑えようと努めるのか、なぜ協力行動をとる

のかといった問いに対する説明力は脆弱であると指摘している。

次に、後者の伝統的な動機づけ理論への批判についてもその趣旨は同

様である。Perry（2000）は、動機づけの期待理論を念頭に置いて、これ

までの主要な動機づけ理論の多くは、いずれも個人の利己的な欲求を満

足させるために人間は行動するという共通の前提を措定していると批判

している。そこでは個人の私的な欲求を満足させる実利的なインセンティ
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ブが重要視され、それが実際に公共部門への業績給の導入という形で現

れたのであった。

かくして、合理的選択理論や伝統的な動機づけ理論では見落とされて

いた公務員の利他的、規範的な側面を扱う理論として PSM 研究は確立

されたのである。Perry and Wise（1990）は、これまで様々に語られてき

た公務員特有の動機づけを整理し分類することで、PSM を複数の次元か

らなる多面的な動機づけとして定式化し、その後の研究の基礎を築いた

のであった。

第３節　研究の発展

１　現在までの研究状況

研究の確立から今日に至るまでの四半世紀の間に、PSM 研究は著しい

発展を遂げている。Perry and Wise（1990）以降の展開としては、まず

1996年にペリーが PSM の測定尺度を開発し、翌年にはこの尺度を用い

て PSM の先行要因が探索されている（Perry 1996, 1997）。

また、この時期の前後には、公私組織における労働者の報酬選好の比

較分析を通じて、公務員に宿る PSM の実在性を検証する研究も頻繁に

なされた（Crewson 1997, Houston 2000, Wittmer 1991など）。例えば、Crewson

（1997）は、労働者の仕事に関する意識を調査した３種類のデータを用い

て公務員と民間労働者の比較を行い、民間労働者は高い給与や昇進といっ

たインセンティブに相対的に強く動機づけられる一方、公務員は「社会

への貢献」や「他者援助」といった要素により強く動機づけられること

を明らかにしている。この種の研究がこの時期盛んになされたことによっ

て、今では PSM の実在性それ自体が疑われることはほとんどなくなっ

たとされる（Wright and Grant 2010）。

そして、2000年以降、PSM 研究は国や地域、あるいは学問分野の垣根

を超えて、世界中の多くの研究者に注目されるようになった。次の図1-2

は、過去15年間における PSM 研究の進展を、当該期間中に公表された

（11）
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論文等の本数によって表している。これを見ると、PSM を扱った論文等

の本数は、2000年以降おおよそ増加傾向にあり、特に近年の伸び幅が著

しいことがわかる。こうした研究状況を踏まえて、Vandenabeele, Brewer 

and Ritz（2014）は、PSM 研究はいまや世界の行政学研究において近年最

も注目されている研究領域のひとつであるとして、その成長を高く評価

している。

さらに、泉澤（2014）が国別の論文等本数の割合を調べているのでそ

れを参照すると、PSM 研究は、その生誕地であるアメリカを中心に、現

在では欧州やアジア、オーストラリア等の地域でも研究が進んでいるこ

とがわかる。また、Perry and Vandenabeele（2015）によれば、ここにさ

らに南米やアフリカ地域が加わり、2015年時点では少なくとも43か国に

おいて研究がなされているようである。

２　研究の分化傾向

PSM を扱った研究の多くは、合理的選択理論に依拠した利己的な公務

員像に対置される利他的ないし規範的な公務員像を仮定するという基本
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図1-2　PSMを扱った論文等本数の推移（年別）
（14）

（Web of Scienceより筆者作成）
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的前提においては共通する一方で、その具体的な論点については様々な

方向への分化がみられる。これは、ひとつは単純に PSM 研究の急速な

発展に伴った現象であるが、いまひとつは、PSM 研究が経済学など行政

学以外の分野へ輸出された結果でもある。当然ながら、行政学における

PSM 研究はその中でも最も蓄積が多く、その体系的な把握は一筋縄では

いかない。

しかし、結論から言えば、まず大枠において PSM に関する理論的研

究と実証的研究とが区別できる。さらに、前者は、① PSM 概念の精緻

化や尺度の開発を目的とする研究と、② PSM のプロセス理論を構築す

る研究とに識別でき、後者は、③ PSM の先行要因を解明する研究と、④

PSM の結果要因を解明する研究とに識別できる。実際には、これらの論

点は重なり合うことがあり得るし、論点ごとに研究の進展度合いも異なっ

ている。

次の第２章および第３章では、以上の整理に基づいて個々の論点ごと

にこれまでの研究の展開を跡付けていくことで、現時点における PSM 研

究の全体像を描き出していく。

第２章　理論的研究の動向

第１節　PSMの定義

前章において、PSM は「公共組織や制度に本来的かつ独自に内在する

動機づけに対応した個人の傾向」と定義されることを述べた。しかし、

この初期の定義は、今日に至るまで多くの研究者によって様々に修正が

なされている。その結果、PSM の定義は論者によってそれぞれ微妙に意

味内容を異にしており、その統一的な把握は困難である。

ここで代表的な定義を挙げるだけでも、Perry and Wise（1990）の他に、

「個人を重要な公共サービスの遂行に動機づける力」（Brewer and Selden 

（15）
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1998: 417）、「コミュニティや国家、民族、人類の利益に奉仕しようとす

る一般的な利他的動機づけ」（Rainey and Steinbauer 1999: 23）、「自己や組織

の利益を超えたより広い政治体全体の利益のために、個人を適切に動機

づける信念や価値観、態度」（Vandenabeele 2007: 547）、「公共サービスと

関連する独特な制度的動機、あるいはより広範な政治体の利益に対比さ

れる個人や組織の利益を超越した信念や価値観であり、包括的な利他主

義概念の一部分」（Perry and Hondeghem 2008b: 295）、「公共の制度や使命か

ら生じる特定の性質や価値に活力付けられた利他的、向社会的動機づけ

の一形態」（Perry, Hondeghem and Wise 2010: 452）などの定義が存在してい

る。

これらの定義について、ここで本格的な検討を行う余裕はないが、ひ

とまず諸定義間の共通要素を抽出してみると、PSM には、私的利益を超

えた何らかの公共の利益に貢献するように個人を動機づける力であると

いった特徴があることが確認できる。しかし他方、制度や組織を PSM の

源泉として定義に含めるか否かについては議論が分かれている。加えて、

利他主義や向社会的動機づけなどの類似概念と PSM との関係も不明瞭

である。とりわけ、PSM が利他主義と代替可能な概念なのか、それとも

利他主義の特殊な一形態であるのかについては概念上の対立がみられる。

近年、Bozeman and Su（2015）は、こうした定義の氾濫とでも言うべ

き状況が、利他主義研究などの隣接分野との交流に支障をもたらす危険

があると指摘しており、PSM 概念の精緻化については今後の本格的な検

討がまたれるところである。

さしあたり、本稿では、PSM を「公共の利益に貢献する行動をうなが

す個人の信念や価値観、態度」と広く観念して以下の議論を進めていき

たい。

（17）
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第２節　測定尺度をめぐる展開

１　ペリーの４次元尺度

前章で述べたように、Perry and Wise（1990）は PSM を３つの次元か

らなる多面的な概念ととらえたが、実証的研究を行う上で、その概念化

はいまだ不十分であった。この課題に対して、Perry（1996）は PSM 概

念の操作化と測定尺度の開発を試みている。

そこではまず、Perry and Wise（1990）の議論を再整理する形で、PSM

を構成する６つの要素が抽出された。すなわち、①合理的次元に属する

要素として、「政策決定の魅力（Attraction to Public Policy Making; APM）」が、

②規範的次元に属する要素として、「 公益へのコミ ッ トメント
（Commitment to Public Interest; CPI）」「市民としての義務（Civic Duty; CD）」

「社会的公正（Social Justice; SJ）」の３つが、そして③情緒的次元に属する

要素として「思いやり（Compassion; COM）」が、それぞれ PSM の構成要

素として位置付けられ、ここへさらに、「自己犠牲（Self-Sacrifice; SS）」が

独立の次元として追加された。これは、見返りを求めることなく、時に

は損を承知で他者を助けようとする意思の表れであり、古来よりしばし

ば公務に付随する特性として語られてきたとされる。

その上で、ペリーはこれら６つの構成要素に基づいた PSM の測定尺

（18）
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図2-1　PSMの４次元モデル

動機づけの次元 構成要素

合理的次元 政策決定の魅力
APM

規範的次元 公益へのコミットメント
CPI

情緒的次元 思いやり
COM

独立次元 自己犠牲
SS

（Perry 1996を基に筆者作成）



（17）九大法学114号（2017年） 196

度を作成してモデルの構成概念妥当性の検証を行った。その結果、APM、

CPI、COM、SS からなる PSM の４次元モデルが支持され、さらに、当

初40項目あった設問が24項目へとスリム化されることによって、ここに

初めて PSM の測定尺度が生み出されたのである（図2-1）。

２　ペリーの尺度への批判

Perry（1996）によって開発された測定尺度は、その後の多くの研究で

利用されている。しかし他方で、研究の進展に伴い、ペリーの尺度の様々

な問題点や限界も指摘されるようになった。

その第１は、統計学上のテクニカルな批判である。そこでは次元間の

独立性や尺度の倹約性などが問題とされた。例えば Choi（2004）は、Perry

（1996）において COM に分類される質問項目の一部が SS に対してより

高い因子負荷量を示したことを報告している。また、Coursey and Pandey

（2007）は、Perry の尺度の倹約性を問題視した。彼らは、24項目からな

る尺度は冗長であり、実際の調査において利用しにくいことなどを理由

に、SS の次元を PSM の構成要素から除外した上で10項目からなる PSM

の簡易尺度を開発している。

第２に、ペリーの尺度の汎用性に対する批判がある。研究の国際化に

伴い、アメリカ国外の研究者によって、ペリーの尺度の国際的な汎用性

が問われるようになった。一見して明らかなように、ペリーが開発した

PSM の４次元モデルには、アメリカ社会の文脈が色濃く反映されている。

それゆえ、PSM 研究の海外への輸出に伴い、尺度の普遍的な適用可能性

に対する疑義が生じたのは半ば必然であ っ た。 実際に、 ベルギ ー
（Vandenabeele and Hondeghem 2003）や韓国（Kim 2009a）、中国（Liu, Tang 

and Zhu 2008）などの国々で、モデルが再現されなかった事例が報告され

ている。

ただし、その後の研究動向をみると、PSM の４次元モデルは存外に頑

健であり、PSM 的な価値や規範は多くの国々で通用力を有していると考

（20）
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えてよさそうである。特に、イギリスやフランス、ドイツ、オランダな

どの西欧諸国では、PSM の各構成要素に対応する概念は、国ごとに微妙

な意味内容の差異を含みつつも、基本的にいずれも見出されることが明

ら か に な っ て い る（Hondeghem and Vandenabeele 2005, Vandenabeele, 

Scheepers and Hondeghem 2006）。また、非西欧圏においても、質問項目の

吟味やワーディングの工夫によって、PSM の４次元モデルが再現可能で

あったことが報告されている（Kim 2009b, 2011）。

３　国際尺度の開発へ向けて

近年になって、Kim and Vandenabeele（2010）は、将来的な PSM の国

際比較研究へ向けて、Perry and Wise（1990）以来となる PSM 概念の抜

本的な再検討を行っている。

彼らは、まず PSM を合理的、規範的、情緒的次元からなる動機づけ

としてとらえる Perry and Wise（1990）に対して、①動機づけの合理的次

元は私的利益の最大化行動を個人にうながす意味合いをもつが、この性

質が PSM と適合的ではないこと、②規範的次元と情緒的次元の識別が

曖昧であることの２点を批判する。そして、動機づけとは個人の価値観

と実際の状況との相互作用から生じる力であるとして、「どのように行動

するのか」「何のために行動するのか」「誰のために行動するのか」といっ

た行動プロセスの観点から、PSM を、「手段（instrumental）」「価値（value-

based）」「帰属（identification）」の３側面からなる概念として再構成してい

る。

まず、手段的動機づけによって、人は社会に貢献するための方法につ

いて思索する。そうした人々は公職に就くことを志したり、政策過程に

参画しようとしたりする傾向にあるとされる。そのため、手段的動機づ

けは「公共活動への参加の魅力（Attraction to Public Participation; APP）」と

して定式化される。次に、価値的動機づけは、公平、公正、民主主義、

アカウンタビリティといった公共的価値を個人に内在化させる力として

（22）
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作用する。ここでは CPI に替えて、「公共的価値へのコミットメント
（Commitment to Public Value; CPV）」として定式化された。最後の帰属動機

づけは、人々が親しみをもつ他者の対象や範囲と関係する。他者との情

緒的な紐帯（affective bonds）は個人の利他的行動を生み出す源泉とされ、

この紐帯の感覚が強調される形で、Perry（1996）と同様に「思いやり
（Compassion）」として定式化されている。さらに Perry の４次元モデルで

独立次元として現れていた SS は、以上の APP、CPV、COM の基底に位

置する要素として整理され、自己犠牲の感覚は PSM 的行動を支える最

も一般的な動機づけとして位置付けられた。

この新しい PSM の概念モデルに基づいて、2010年には PSM の普遍的

な測定尺度の構築を目指し、世界各地の PSM 研究者を動員した大規模

な共同研究が行われている（Kim et al. 2013）。しかし、そこで作成された

新たな尺度も、やはりすべての参加国において妥当する結果とはならな

かった。PSM のように抽象的かつ多分に価値的要素を内包する概念を扱

う上で、国家間の文化差等の影響を取り除くことがいかに困難な課題で

あるのかが理解できるであろう。

PSM の尺度をめぐる一連の議論は、特にアメリカ国外の研究者が PSM

研究に取り組む際には不可避的に直面する課題であり、ここで挙げたも

の以外にもこれまで数多くの研究努力が注がれてきた（Ritz, Brewer and 

Neumann 2016）。しかし、その進展は一進一退であり、これまでのところ

ペリーの初期の尺度を完全に刷新するようなモデルは生まれていない。

それゆえ、日本に PSM 研究を導入する際には、ペリーの尺度を参照し

つつ、適宜その修正を図っていくといった戦略がひとまずは有効である

と思われる。

第３節　PSMのプロセス理論

１　不合理なバイアス

PSM の理論的研究としては、前節で扱った PSM の測定尺度をめぐる

（23）
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議論がその大半を占めるが、その他に、PSM を軸とした動機づけのプロ

セス理論を構築しようとする研究がわずかにだが存在している（Perry 

2000, Vandenabeele 2007, Perry and Vandenabeele 2008）。しかし、結論から言

えば、その試みはいまだ道半ばであって、次章で扱う実証的研究との接

続も十分ではないのが現状である。とはいえ、その基本的なアイデアに

は注目すべき点も少なくない。

まず、これまでの伝統的な動機づけ理論に対して、Perry（2000）はそ

こに共通する次の５つの不合理なバイアスの存在を指摘する。①人間の

利己性仮定と方法論的個人主義への偏重、②明確な目標や豊富なリソー

スの存在を前提とする強い状況（strong situations）の仮定、③動機づけの

結果としての行動類型の画一的把握、④内発的動機づけに対する、「活動

それ自体から得られる満足」（Ryan and Deci 2000: 56）といった快楽主義的

意味付け、⑤内発的動機づけにおける価値や道徳規範の欠如がそれであ

る。

そして、これらの限界を克服するために、PSM のプロセス理論を構築

するにあたっては、（イ）合理的な動機づけに加え、規範的、情緒的な動

機づけを視野に入れる、（ロ）個人の心的過程を理論に組み込む、（ハ）個

人の選好や価値を、社会的プロセスを通じて獲得される外生的（exoge-

nous）な概念として扱うなどの工夫が必要であるとされる。

だが、それらは既存の動機づけ理論からの根本的な転換を意味してい

たために、理論の構築に際しては外部からなんらかの手がかりを得る必

要があった。

２　新制度論からのアプローチ

PSM 研究は、PSM の初期の定義にも見られるように、その当初から

価値や規範を個人へ伝達する制度の役割を重視してきた（２章１節を参

照）。そこで注目されたのが、同様に制度と個人の相互作用を重視する新

制度論であり、中でもマーチ＝オルセンの社会学的新制度論とその中心
（24）
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的概念である「適切さの論理」であった。

この「適切さの論理」は、政治学における伝統的な人間の行動準則
―「結果の論理」― に対するオルタナティブとして提出された概念

である。「結果の論理」が、人間は行動の結果として得られる利益の合理

的な計算を通じて行動を選択すると想定するのに対して、「適切さの論

理」の下では、人間は本人の置かれた状況や文脈に適合するように行動

を選択することが想定されている。この際、制度は状況に対する適合性

を判定する基準ないしルールを個人に提供し、その行動を直接的あるい

は間接的に指示（order）する機能を果たしている（March and Olsen 1989, 

2006）。次の図2-2は、行政学者の原田久による整理であり、「適切さの論

理」と「結果の論理」との対比を理解するうえで参考になる。

図2-2　２つの行動論理

結果の論理 適切さの論理
１．私にとっての選択肢は何か
� （選択肢）

１．これはどのような状況か
� （認識）

２．私にとっての価値は何か
� （選好）

２．私はどのような人間か
� （アイデンティティ）

３．��私の価値にとって私の選択肢
は何をもたらすか� （期待）

３．��このような状況では私のよう
な人間は何を行うのが適切か

� （ルール）
４．��最良の結果をもたらす選択肢
を選択 ４．最も適切なことを行う

（原田2010：８）

３　PSM的行動のモデル

こうして、PSM のプロセス理論では、社会学的新制度論を基礎にすえ、

制度→自己→行動の一連の因果関係を説明しようとする。しかし、「適切

さの論理」による人間行動のモデルは概略的であり、制度が個人の行動

へ影響を及ぼすメカニズムは必ずしも明確ではない（Vandenabeele 2007）。

そのため、理論化にあたっては、社会学や心理学、組織論などの知見

（25）
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を援用したいくつかのモデルが提示されている（Perry 2000, Vandenabeele 

2007, Perry and Vandenabeele 2008）。論者によってモデルの構造には若干の

違いがあり、また Perry（2000）ではかなり複雑な因果関係が描かれてい

るが、本稿では理論の基本的な理解を優先して、以下の簡略的な図式を

念頭に説明を加えていく（図2-3）。

まずは、「公共的制度（public institution）」である。そもそも、「制度」

という言葉はそれ自体多義的であるが、最広義の意味においては、①個

人の範囲を超えた何らかの構造的特徴を持っている、②ある程度の安定

性を備えている、③個人の行動に影響を与える、④内部の成員間に共有

された価値と意味感覚を備えている、という４つの特徴をもった概念で

あるとされる（ピータース2000：36-38）。この意味での制度は、公式上の

制度だけではなく、職場の人間関係といったような非公式な制度をも含

み、統治構造や市場といったマクロなレベルから家庭や職場などのミク

ロなレベルまで、社会のあらゆる場面に見出すことが可能である。

しかしながら、PSM の理論が対象とするのはあくまで PSM と関連す

る制度、すなわち公共的制度に限定される。それでは、この公共的制度

とは何か。この点について、Perry and Vandenabeele（2008）は、公（public）

／私（private）の二分論から議論を展開している。彼らは、Benn and Gaus

公共的制度
公共的

アイデンティティ

自　己　調　整

行　動

（Perry 2000,Vandenabeele 2007, Perry and Vandenabeele 2008を参考にして筆者作成）

図2-3　PSM的行動のモデル
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（1983）に依拠して、両者の相違を、「アクセス」「利益」「エージェンシー」

の３つの軸から説明する。つまり、われわれの社会は、公共的な空間を

私的な空間と区別し、また社会成員間の共通の利益（公共の利益）を私的

な利益と区別し、「公」に属するエージェントに対してはコミュニティの

代理人として行動することを要請する傾向があるとされる。このように

「私」と区別される「公」の基礎には、特定の規範的性格やコミュニティ

の概念が埋め込まれており、これらは公共的制度がもつ中核的な価値な

いし論理である。その価値のメニューとしては、中立性、合法性、正当

性、誠実さ、公正さ、透明性、アカウンタビリティなどが含まれるとさ

れる。

次に、制度と行動を媒介する変数として、個人の（社会的）アイデン

ティティに焦点が当てられる。公共的制度がもつ価値は、社会化のプロ

セスを通じて個人に内在化され、そこでは公共的制度に対応した「公共

的アイデンティティ（public service identity）」が形成される。この意味で、

PSM は、公共的アイデンティティが個人の価値観や態度に反映された概

念とみなすことができる。ただし、現実の個人は、社会に存在する様々

な制度をカテゴリ化していく作業を通じて多元的なアイデンティティを

獲得していくのであり、公共的アイデンティティはあくまでもその内の

ひとつに過ぎないという点が肝心である。それゆえ、ある人の公共的ア

イデンティティが活性化するような状況では「適切さの論理」に従った

行動が生じやすく、一方でそれが不活性な状況下では、「結果の論理」や

その他の行動論理に従う行動が生じやすくなることが理論的に帰結され

る。

そして、公共的アイデンティティの活性／不活性という問題を考える

上では、人間の「自己調整（self-regulation）」機能が重要な役割を果たす。

例えば、心理学の自己決定理論によれば、個人が制度から伝達された価

値を内在化する過程では、自己調整によってその内在化のあり方が、「外

的調整」「取り入れ」「同一化」「統合」の４段階にわかれるとされる（Ryan 

（26）

（27）

（28）
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and Deci 2000）。噛み砕いて説明すれば、「外的調整」とは報酬や罰を理由

に規範に従う段階であり、「取り入れ」とは「決まりだから～しなければ

ならない」といった理由で規範に従う内在化の段階である。次の「同一

化」は、規範がもつ価値を受容して自発的に従う段階であり、最後の「統

合」とは、自身の価値観と規範のもつ価値とが一致した段階であり、こ

の時、規範は自身の内なる声として現れるという。その含意として、「統

合」に近い形で価値の内在化がなされるほど、より堅固な公共的アイデ

ンティティが形成され、「適切さの論理」に基づいた行動が生起しやすく

なることなどが予想される。

また、個人の行動選択の局面においても自己調整は機能を果たす。こ

こでは、自身を取り巻く環境に対する個人の認知や評価の仕方が問題と

なる。例えば、ある人の属する組織が掲げる目標が、自身の公共的アイ

デンティティと合致するという認知が形成された場合には、「適切さの論

理」に従った PSM 的行動が生じやすくなり、反対の場合には、「結果の

論理」に従った利己的な行動が生じやすくなることなどが予測されるの

である。

以上、ここまで PSM のプロセス理論についてその輪郭を素描してき

た。それが伝統的な動機づけ理論からの根本的な転換を企図していたこ

と、「適切さの論理」に基づく人間行動モデルを発展させてきたことは注

目されてよい。また、自己調整の概念を挿入することで、「適切さの論

理」と「結果の論理」の切り替えを説明するというアイデアは、PSM 研

究の枠を超えた、より一般的な官僚行動モデルへと発展する可能性を秘

めており、大変興味深い。しかし、本節のはじめに述べたように、PSM

のプロセス理論を構築する試みはいまだ発展途上にあり、実証的研究へ

の応用を含め、さらなる研究の蓄積が待たれるところである。
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第３章　実証的研究の動向

第１節　PSMと職業選択

本節と次節では、PSM の結果要因に関する論点として、PSM と職業

選択、そして PSM と職務パフォーマンスとの関係をとりあげる。もっ

とも、この他にも例えば、内部告発（Brewer and Selden 1998）や協働意思
（Tylor and Bigwarfe 2014）、組織市民行動（Kim 2006）など、PSM が影響を

及ぼすとされる行動帰結は幅広い。その上であえてこの２点に着目する

のは、それらが現在まで最も研究が盛んな論点であり、またそれゆえに

PSM の実証的研究が共通して抱える問題点が浮き彫りになると判断した

ためである。本節では、まず PSM と職業選択の関係についてみていく。

組織にとって人材の確保は最も重要なマネジメント課題のひとつであ

る。この点、公共部門における労働供給では、雇用の安定性やワーク・

ライフ・バランスといった外発的な動機づけが注目されることが多かっ

たが、これに対して PSM 研究は、公共部門への入職行動には PSM のよ

うな内発的動機づけが重要であると主張する（Perry and Wise 1990）。その

初期には、PSM の官民比較研究によって、公務員は民間労働者と比べ相

対的に高い PSM を有していることが明らかにされる中で、「PSM が高い

個人は公共部門へ入職する傾向がある」という仮説の妥当性が高められ

てきた（Perry 1996など）。

しかし、これらの研究では、PSM に対する組織の影響力を除外できて

いない点で限界があった。すなわち、公務員は民間労働者と比べ相対的

に PSM が高いという傾向性は、PSM の高い人々がより多く公共部門へ

入職した結果であるのか、それとも入職後に組織によって PSM が涵養

された結果であるのか、判別ができないのである。

この点、Lewis and Frank（2002）は、PSM と部門選好との関係を直接

的に分析することで、人々の実際の所属と関わりなく、PSM のもつ誘因
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効果を検討している。その結果として、PSM は人々の実際の所属とは関

わりなく公共部門に対する選好に有意に正の影響を及ぼしているが、そ

の影響は大卒以上の学歴をもつ人々に限定されること、現行の公務員に

ついてみれば、PSM の影響は事務職員よりも教職員や現業職員にとって

より大きかったことなどが実証されている。

ただし、Lewis and Frank（2002）では二次データが利用されたために、

実際には様々なキャリアをもつ人々がサンプルに含まれていた。だが、

職業選択の場面に着目する際には、当然ながら分析の対象をキャリア開

始以前の大学生等に限定することが望ましい。そこで、Vandenabeele

（2008b）はベルギーの大学院生を対象とした調査結果の分析から、プレ

エントリー段階においても、やはり PSM は公共部門への選好と正の相

関をもち、また反対に民間部門への選好に対しては負の相関をもつこと

を明らかにしている。

さらに、この研究では、公共部門か民間部門かという部門選好に加え

て省庁レベルでの部局選好についても検討がなされている。Antonsen and 

Jørgensen（1997）に依拠して、行政組織を「公共性の程度」（degree of 

publicness）によって分類した上で分析がなされ、高い公共性を有すると

された官庁ほど PSM の誘因効果は大きいという結果が得られている。ひ

とえに公共部門と言ってもその内部には様々なミッションを有する組織

が複数存在しており、PSM の影響はよりミクロな省庁組織の次元におい

ても作用するというわけである。

以上のように、これまでの研究では、高い PSM をもつ人々は公共部

門へと惹きつけられるという仮説がおおむね支持されてきた。だが、こ

うした見解に対しては近年有力な反論が加えられている。それは、従来

の研究が、個人の組織への参入意思や部門選好と、実際の職業選択の蓋

然性とを安易に結びつけていた点にある。これは、従来の研究において

支配的であった、質問紙調査を通じたクロスセクション分析という方法

論上の偏りに起因するところが大きい。すなわち、時間による状態変化

（29）
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を扱うことができないクロスセクション分析においては、実際の入職行

動を調査時点での部門選好によって代替的に予測することしかできない

のである。この問題を克服するために、Wright and Christensen（2010）や

Kjeldsen and Jacobsen（2013）は、クロスセクションデータに時系列デー

タを組み合わせたパネルデータを利用することで、PSM が個人の職業選

択に及ぼす直接的な影響力を分析しているが、そこでは従来の想定を覆

すような結果が確認されている。

まず、Wright and Christensen（2010）は、アメリカの組織内弁護士
（inhouse lawyer）を対象として PSM と公共部門に対する選好との関係を

分析し、従来通り両者の間には正の相関がみられることを確認した。そ

の後、彼らの分析は実際の職業選択の場面へと進むが、ここでは PSM の

水準は、組織内弁護士が公共部門、民間部門、非営利部門のいずれで勤

務するのかという選択にはなんら影響を及ぼさないことが発見されてい

る。同様に、Kjeldsen and Jacobsen（2013）は、デンマークの理学療法士

の専門学校へ通う学生を対象に調査を行い、ここでも PSM は個人の実

際の部門選択において有意な影響を及ぼさず、さらにプレエントリー段

階の部門選好においてすら PSM は影響力を持たなかった。

こうした結果に対するひとつの解釈は、実際の職業選択においては、

公共部門で職を得たいという思いとは別個に、様々な現実的な考慮や制

約が存在しており、結局は民間企業に就職せざるを得ないといったケー

スが多数存在しているため、PSM は実際の職業選択に対してあまり重要

な説明力を持たないといった説明である。しかし、これらの研究が共に

特定の職種（ここでは弁護士と理学療法士）に焦点を当てていることに注

目すると、他方の解釈として、PSM は公共部門か民間部門かといった部

門選択の次元で影響を及ぼすのではなく、よりミクロな職業選択の次元

で影響力をもつのだと理解することが可能である。すなわち、「人や社会

に役立つ仕事」は必ずしも公共部門の専売特許ではなく、民間部門や非

営利部門でも同様に存在しており、高い PSM をもつ個人は、部門の別

（32）



（28）　 Public Service Motivation 研究の到達点と課題（田井浩人）185

を問わずそうした向社会的な職務へと惹きつけられている可能性がある

というわけである。

この仮説を、職務内容の観点から検証しようと試みたのが Wright and 

Christensen（2011）である。分析にあたっては、公共部門、民間部門、非

営利部門におけるそれぞれの代表的な職務が、「貢献志向（service-ori-

ented）」の軸によって high-service な職務と low-service な職務とに分類さ

れ、キャリア経験のない大学生を対象に彼らの PSM と部門選好の関係

が調査された。その結果、高い PSM をもつ個人は部門を問わず high-

service な職務に惹かれる傾向があり、単純な部門選好に対して PSM は

有意な相関関係をもたないことが実証されている。

この研究によって、PSM と職業選択との関係は従来考えられてきたよ

りも複雑であり、PSM は部門選択ではなくむしろ職務の選択に対して影

響を及ぼしているという仮説の妥当性は一層強化されたといえる。この

見方によれば、仮に高い PSM をもつ個人が実際に多く公共部門へ参入

していることが事実であるとすれば、それは民間部門に比べて公共部門

における魅力的な職務の割合が高いからだということになる。今後は、

こうした証拠を積み重ねていくことで PSM の影響先を特定すると共に、

職務設計論などとの接続を図りつつ、職務に含まれるどのような要素が

PSM と関連しているのかを探ることで、現場のリクルート戦略に対して、

従来とは異なる観点から有益な知見を提供することなどが期待される。

第２節　PSMと職務パフォーマンス

PSM と個人の職務パフォーマンスとの関係は、これまでの PSM 研究

において、最も強い関心が向けられてきたテーマのひとつである。しか

し、結論から言えば、両者の関係性にはいまだ曖昧な部分が多いように

思われる。

Naff and Crum（1999）は PSM と職務パフォーマンスとの関係を探った

初期の研究であるが、ここではアメリカのメリットシステム保護委員会

（33）

（34）
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が1996年に実施した連邦政府職員調査のデータが利用された。PSM の水

準によって職員を高 PSM 群と低 PSM 群に分けて比較を行い、その結果、

高 PSM 群に分類された職員は、低 PSM 群に分類された職員よりも高い

職務パフォーマンスを発揮したことが確認されている。

ところが、彼らが利用したデータに、1991年の連邦政府職員調査のデー

タを加えて分析を行った Alonso and Lewis（2001）では、PSM と職務パ

フォーマンスとの間に有意な関係性は認められなかった。さらに、Naff 

and Crum（1999）の分析では、職務パフォーマンスは職員が自身の働き

ぶり自己評価することによって操作化がなされていたが、これに代えて

客観的な勤務成績によって操作化をし直した上で再度の分析を試みたと

ころ、果たして1991年調査では PSM と勤務成績との間には負の相関関

係があることが明らかになっている。この結果に基づき、Naff and Crum

（1999）とは対照的に、Alonso and Lewis（2012）は PSM と職務パフォー

マンスとの間に直接的な因果関係は存在していないと結論付けたのであ

る。

それでは、以上のような相対立する結果はなぜ生じたのだろうか。そ

のひとつの理由として、従来の研究が PSM と職務パフォーマンスとの

間の単線的な因果関係を想定していた点を指摘できる。つまり、職員の

「地域や社会へ貢献したい」という思いは、そのままストレートに彼らの

働きぶりに反映されるわけではなく、時には「思いはあっても行動に移

せない、移そうという気にならない」場合があるということである。そ

のため、近年の研究では、「職務満足」「組織コミットメント」「P-E フィッ

ト（person-environment fit）」「ミッション誘意性（mission valence）」「変革

型リーダーシップ」などの組織論的変数を、両者の媒介変数あるいは調

整変数として挿入するアプローチが主流になりつつある（Vandenabeele 

2009, Bright 2007, Leisink and Steijin 2008, Wright 2007, Camilleri and Van Der 

Heijden 2007など）。

こうした工夫によって、上記の研究では、全般的にPSMが職務パフォー
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マンスを予測する上で重要な変数であることがあらためて確認されてい

る。だが、PSM は職務パフォーマンスに対して直接的に影響を与えるの

か、それとも間接的にのみ影響を与えるのかという点について、研究結

果は二分しているようである。また、PSM と職務パフォーマンス、そし

て上で挙げた様々な諸変数間の相互作用関係を説明するモデルの構築も

いまだ部分的なものにとどまっており、PSM とパフォーマンスの間にあ

る因果関係はなお不明瞭である。

加えて、先行研究の多くが職務パフォーマンスを職員の自己評価によっ

て操作化している点にも問題がある。これまでの研究に対しては、そも

そも行政職員のパフォーマンスをこうした仕方で操作化すること自体の

妥当性に疑問が生じうることに加え（Brewer 2008）、統計学でいうところ

の「社会的望ましさによるバイアス」（人は客観的にみた場合よりも高い自

己評価をしがちであるという傾向性）の影響が十分に考慮されていないと

いう評価がなされている（Nikolai and Ritz 2014）。

もっとも、最近になって、この課題の克服を目指した新たな研究が一

部でなされるようになっている。例えば、Bellé（2013）はイタリアの公

営病院に勤める看護師を対象とした研究において、パフォーマンスを単

位時間内における医療キットの組み立て数によって定量的に測定するこ

とを試みている。ただし、当然ながらこうした実験的手法は通常の公務

労働には馴染みにくい性質のものであることには留意する必要がある。

結局のところ、行政におけるパフォーマンスの評価基準という行政学上

の難問が、大きなネックとなっているのである。

第３節　PSMの先行要因

PSM が入職行動や職務パフォーマンスを説明する上で重要な変数であ

ることを確認した後、次に問題となるのは、PSM の水準を規定する先行

要因の特定である。先行研究は、ある個人に宿る PSM は必ずしも彼（女）

自身の生得的な資質ではなく、むしろその大部分は社会の中の多様な制
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度を通じて獲得された結果であると考えてきた（第２章３節を参照）。

これまでに同定された要因は多岐にわたるが、それらは大別して組織

外的（社会学的）要因と組織内的（組織論的）要因とに識別することがで

きる。こうした区分を採用する理由は、両者を区別することが、行政組

織による組織社会化（organizational socialization）の影響に着目し、PSM を

醸成するマネジメント戦略の構築を志向する実践的な問題関心と親和的

であると考えられるためである。

しかるに、やや意外ではあるが、PSM の先行要因を解明する研究の端

緒である Perry（1997）では、むしろ前者の組織外的変数と PSM との関係

が注目されている。そこでは、PSM を醸成する主要な社会化の担い手と

して、「家庭」「宗教」「プロフェッション」「政治イデオロギー」の４つが

取り上げられている。また、上記に加えて、「学校教育」（Vandenabeele 2011）、

「ボランティア組織」（Perry et al. 2008）、「政治レジーム」（Vandenabeele and 

Van de Walle 2008）などが組織外的要因として注目されてきた。

とはいえ、他方では、組織内的要因に着目した研究にも一定の蓄積が

あ る（Camilleri 2007, Kjeldsen and Jacobsen 2013, Moynihan and Pandey 2007, 

Park and Rainey 2008, Vandenabeele 2011, Wright, Moynihan and Pandey 2012な

ど）。この型の研究においては、PSM を促進または抑制する要因として、

勤続年数などの人口動態変数に加え、組織文化やレッドテープ、（上司あ

るいは政治指導者の）リーダーシップなどの影響が主として明らかにされ

てきた。

これら様々な諸変数が、PSM にそれぞれどのような影響を及ぼしてい

るのかについては、両者の関係性が容易に想像できるものもあれば、一

見意外な結果が出ているものもある。前者の典型例はリーダーシップや

レッドテープであり、首長や上司の高いリーダーシップ（中でも特に「変

革型リーダーシップ」と呼ばれる型）は職員の PSM を向上させ、反対に、

強力なレッドテープの存在は職員の PSM を低下させることが明らかに

なっている（Moynihan and Pandey 2007, Wright, Moynihan and Pandey 2012）。

（35）

（36）
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次に後者に属する要因としては、プロフェッションや勤続年数が挙げ

られる。職場外の専門家コミュニティに参加することで培われる高度な

専門家倫理は、PSM の向上にもつながると考えられそうである。だが、

実際にはその影響は両義的であって、専門家コミュニティへの参加は、

PSM の構成要素のうち、「公益へのコミットメント」や「自己犠牲」と

正の相関がある一方で、「政策決定の魅力」に対してはマイナスに作用す

るという結果が出ている（Moynihan and Pandey 2007, Perry 1997）。これは、

専門家としての価値観を身に着けることは、公務員としての責任感や倫

理観を醸成するが、その反面として政治からの遠心傾向を惹起しうる可

能性を示唆している。

次に、勤続年数の影響については、Moynihan and Pandey（2007）が、

年齢による影響を統制した後では、同一組織における勤続年数の長さは

PSM に負の影響を及ぼすことを発見している。その原因について、モイ

ニハン＝パンディは、長い職場経験を積んで行政の現実を深く理解して

いる職員であるほど、深刻な問題に直面した時には自らの無力感をより

強く感じる傾向があるのではないかと考察している。また、Kjeldsen and 

Jacobsen（2013）は、行政組織に加入していざ働きはじめる時期には、

PSM が一時的に低下する傾向があることを発見している。実務現場で体

験する現実と行政に対する理想のギャップから生じるリアリティ・ショッ

クがその原因ではないかと推察されている。

ここまで見てきたように、今日までに PSM の水準を規定する様々な

要因が発見されており、またその内のいくつかについては大変興味深い

結果が得られている。しかしその一方で、重大な課題も残されている。

上で挙げた Kjeldsen and Jacobsen（2013）は、組織加入後の PSM の経年

的変化を調査することで組織社会化の影響が通常の社会化の影響から独

立して PSM に及ぶことを明らかにしているが、果たしてこの両者のう

ち、いずれの影響がより強く PSM を規定しているのかは定かではない。

もし仮に、PSM に対する組織社会化の影響がほんのわずかであるならば、
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組織によるマネジメントを通じて職員の PSM の向上を促すよりも、採

用段階においてはじめから PSM の高い志望者を選抜すべしという話に

もなる。組織外的要因と組織内的要因のどちらに研究関心の比重を置く

べきかという問題にも直結する重要な論点であるが、いまだ解明はなさ

れていない。

第４章　PSM研究の到達点と課題

第１節　到達点とその意義

ここまでの議論を通じて明らかになったように、PSM 研究は、公務員

に特有な利他的、規範的な動機づけを扱う理論として展開され、現在ま

でに PSM が公共部門への入職行動や職務パフォーマンスの向上にとっ

て重要な変数であること、また PSM の形成には社会や組織における様々

な制度的要因が作用していることなどを明らかにしてきた。

しかし、本稿の冒頭で述べたように、わが国において、PSM 研究は近

年ようやくその存在が認知されはじめたばかりの段階である。そこで、

PSM 研究の意義を、わが国における研究課題との関連で提示しておくこ

とは、PSM 研究への理解を深めるうえで有用であろう。

第１に、PSM 研究は、その登場経緯からも明らかであるが、近年の

NPM 型改革に対するオルタナティブとして機能しうる。中でも、業績給

の導入など、公共部門における実利的なインセンティブを軸とした人事

管理手法に対しては、それがかえって職員のモチベーションを低下させ

る危険があることを PSM 研究は実証的に明らかにしてきた（Bellé 2015; 

Georgellis, Iossa and Tabvuma 2010; Weible, Rost and Osterloh 2010）。もっとも、

NPM の非有効性や危険性については、これまでにも数々の指摘がなされ

ている。だが、従来の議論は、NPM を批判する一方で、それに代わる新

たな指針を示すことには必ずしも成功してこなかったように思われる。
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この点、PSM 研究は、行政のパフォーマンスを改善する上では PSM の

ような利他的ないし規範的な動機づけこそが重要であり、PSM を高める

ためのマネジメントが必要であることを主張してきたのである。

第２に、PSM 研究は、わが国の行政倫理研究に一石を投じることがで

きる。従来、行政倫理を扱った研究は、倫理研修制度や自治体倫理条例、

国家公務員倫理法などの制度面に主として着目してきた。だが、倫理研

究の射程は、こうした公務員の非行や汚職を統制する制度の考察に限定

されない。なぜならば、行政倫理の概念は本来的には公務員の内在的か

つ自律的な行為規範を意味するからである（川瀬2014：52）。事実、行政

学者の嶋田暁文が指摘するように、アメリカ行政学における行政倫理論

は、「上記のような内容を含みつつも、それを遥かに超えた芳醇な内容を

有している」のであり、そこでは例えば「公平性・平等性」の問題がひ

とつの重要なトピックスとなっている（嶋田2015：15）。PSM はそうした

行政倫理の概念ときわめて密接な関係にあり、その知見を参照すること

は行政倫理研究の広大なフロンティアを開拓するための有力な手がかり

を与えてくれるであろう。

第３に、PSM 研究を摂取することは、わが国行政学研究の学際的発展

に寄与する。本来、行政学を「行政活動について考察する学」（西尾2001：

47）として広くとらえる立場からすれば、それは極めて学際性の高い学

問分野であったはずである。だが、今日のわが国の行政学研究は、政治

学的方法論へ過度に接近する一方で、その他の隣接学問分野との交流は

乏しい。特に、「行政理論と組織理論との乖離」（西尾1990）は、かねて

より問題視されてきた事態である。この点、PSM 研究は、組織論や心理

学、社会学など異分野の知見を自らの内に豊富に取り込むことで成長し

てきた研究領域であって、その意欲的な摂取は「行政学の政治学化」を

抑制する意味合いをもっている。そこでは、組織論をはじめとした隣接

学問分野との相互交流の契機が生まれるのはもちろんのこと、これまで

の行政学研究が見落としていた主題の開拓につながる可能性をも秘めて
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いる。それは例えば、近年深刻化しつつある公務員のメンタルヘルスの

問題であり、PSM 研究はこうした新たな課題に取り組む際にも有用な組

織論的あるいは心理学的アプローチを提供しているのである。

第２節　課題と展望

一方で、今日の PSM 研究には課題も山積している。もっとも、本稿

では、すでに個別の各論点に言及する中でその課題についてもある程度

の指摘をしてきた。そのため、本節では PSM 研究の全体にまたがる課

題のうち特に重要と考えられるものを、繰り返しになる部分もあるが、

以下で４点指摘する。

第１に、現在の PSM 研究は、その研究戦略において重大な問題を抱

えているということがしばしば指摘されている（Perry and Hondeghem 

2008a, Perry, Hondeghem and Wise 2010, Perry and Vandenabeele 2015）。これは

さらに、①方法論上の課題と②研究関心の偏りの２点に分けられる。

まず、①方法論上の課題として、これまでの実証的研究において、質

問紙調査に基づいたクロスセクション分析という手法が支配的であった

点が問題視されている。そもそもどういった形でデータを収集するにせ

よ、厳密に言えば、その統計的分析によって得られる変数間の関係性は

あくまでも相関関係にすぎないが、特にクロスセクションデータはある

一時点における状態を固定的に切り出して収集されるという性質がある

ため、そのデータを用いた分析は変数間の時間的先後関係が不明瞭にな

りやすく、両者の間の正しい因果関係を推測することが困難になる。そ

れゆえ、今後はクロスセクションデータに時系列データを加えたパネル

分析や、心理学におけるような実験的手法を幅広く利用することによっ

て、PSM を取り巻く因果関係の解明を進めていく必要があることが指摘

されている。また、因果関係の特定から一歩進んでその背後にあるメカ

ニズムを解明し、PSM をより現実に即して理解するためには、以上のよ

うな量的手法に加え、ヒアリング調査や参与観察、比較事例研究などの
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質的手法を併用することも有用であろう（Wright and Grant 2010）。

次に、②研究関心の偏りについては、これまでの PSM 研究が測定尺

度の開発と修正に過度に偏重してきた点が批判されている。こうした関

心の偏りは、その他の重要な論点に関する研究の進展を相対的に鈍化さ

せてしまうにことに加えて、研究者によって様々な仕方で PSM が測定

されている現状は、複数の研究の知見を比較し統合することを困難にし

ている。さらに、度重なる尺度の更新にもかかわらず、その多くは Perry

（1996）の初期の尺度に比べて信頼性が高いとは言えない。国ごとの文化

や歴史の差異を超越した普遍的尺度の開発には本来的な限界があること

を踏まえた上で、それぞれの国や地域の文脈に応じた尺度づくりが目指

されるべきではないだろうか。

第２は、PSM の概念にかかわる問題である。従来の PSM 研究は、少

なくとも理論上は、PSM を社会化によって獲得されたアイデンティティ

と密接に関連した信念や価値観、態度のようなものだととらえてきた。

こうした信念や価値観、態度といった概念は、それが一旦確立されると

ある程度まとまった時間経過の中で比較的安定的な性質を有していると

考えられている（Shelif and Shelif 1969）。しかし、一方でモチベーション

とはある程度の可変性と流動性をもった概念であるとらえるのが一般的

であり、だからこそ組織によるマネジメントが可能になるはずである。

この概念上の対立は、PSM に対する通常の社会化の影響力と、組織社会

化による影響力との相対的な大小関係が不明瞭であるという前章での指

摘にもつながる。この点は PSM 研究の知見を現場へ応用する局面を考

える際に特に深刻な問題であるため、PSM 概念の理論的検討と実証的研

究による検証とを組み合わせつつ応答していく必要がある。

加えて、PSM の概念をミクロなレベルからとらえるアプローチも未だ

に乏しい。既存の PSM の測定尺度は、個人に宿る PSM やその構成要素

の相対的な水準を明らかにするのみであって、その内部で複数の構成要

素同士がいかに絡み合い、個人の内面の次元でそれがどのように認知さ
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れているのかは定かではない。この点については、Brewer, Selden and 

Facer（2000）が試論的に PSM による公務員の類型論を展開しているが、

後の研究へと続くことはなかった。しかし、PSM の個人における認知形

態を理論化し、その差異がなぜ生まれ、また行動にいかなる影響を及ぼ

すのかといった点を明らかにすることは、それ自体抽象的な PSM 概念を

具体的な現実に引き寄せて把握することを手助けしてくれるはずである。

第３に、PSM の負の側面に焦点を当てる研究が不足している。これま

で、PSM は一般的に肯定的なニュアンスと共に語られることが多かった

が、コインの表には必ずその裏があるものである。例えば、Giauque et 

al. （2012） は、高い PSM をもつ個人は、自身の職務や使命に対して高い

期待を抱く傾向があるが、日々の仕事の中でそうした期待が裏切られ続

けたような場合には、彼は期待の水準を下げ、つまり懸命に働くことを

やめることで満足感を維持するといった、「諦観的満足」（resigned satisfac-

tion）とでも呼ぶべき状態に陥りやすいことを発見した。また、Loon, 

Vandenabeele and Leisink（2015）は、高い PSM をもつ個人は、職場環境

などの条件によってはストレスを抱え込みやすくなり、最悪の場合には

バーンアウト（燃え尽き症候群）にまで至る可能性が高いことを明らかに

している。懸命に働こうとする職員ほど自らの無力さに打ちひしがれや

すく、ひどい時には精神的な健康を害してしまうのである。このように、

PSM には危うい一面が隠されている。その光と影の双方のバランス感覚

を意識した研究の進展が求められている。

第４に、PSM 研究の知見を実務現場へ応用していく取り組みは道半ば

である。PSM が高いパフォーマンスの発揮にとって重要な変数であるこ

とは多くの先行研究によって支持されてきたが、この知見が実務の現場

にとって真に意義をもつためには、職員の PSM を向上させるための利

用可能なマネジメント手法が存在していることが大前提である。しかし、

PSM の向上につながるマネジメント手法の開発はこれまでの研究におい

て十分に取り組まれてこなかった課題である。確かに、先行研究の知見
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からいくつかの案を導出することは可能である。例えば、手続きの簡素

化や組織のフラット化といった改革は、一般に官僚制のレッドテープの

影響を緩和すると考えられることから、PSM を促進することが予想され

る（Moynihan and Pandey 2007）。この他にも、公共サービスの受益者との

適度な接触機会を確保するように職務内容を設計することで、PSM を促

進する効果があることなども考えられる（Grant 2008）。しかしながら、上

述のような提案はあまりにも大雑把なレベルにとどまっていると言わざ

るを得ず、具体的な制度の設計や運用プロセスにまで踏み込んだ議論と

はなっていない。

さらに、より根本的な問題として、PSM はあくまで公務員に備わる雑

多な動機づけの一側面であって、PSM の影響力それ自体も、給与や昇進、

雇用の安定性やワーク・ライフ・バランスといった実利的なインセンティ

ブとの兼ね合いの中で相対的に理解される必要がある。しかしながら、

こうした複数のインセンティブとの関係の中で PSM をとらえる試みは

現在までなお未着手の課題である。

おわりに

今日、わが国の自治体行政を取り巻く環境は日々その厳しさを増して

おり、職員にのしかかる負担や責任の重さは未曽有のものになっている。

それにもかかわらず、あるいはそうした時代だからこそ、今日の自治体

職員には高いモチベーションが求められている。だが、少なくとも学問

の立場としては、そうした理想の職員像を一方的に説くような啓蒙色の

強い議論に終始することは避けなければならない。今日、真に必要とさ

れているのは、彼らの内面で進行する動機づけとそのメカニズムについ

ての適切な理解と、その理解に基づく適切な処方箋の提示であろう。

本稿は、過去四半世紀の間に急速な発展を遂げた PSM 研究の包括的
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な摂取を目的とし、研究の全体像を描き出すとともにその到達点と課題

について考察を加えてきた。本研究の成果を踏まえた上で、今後は、日

本において PSM 研究の枠組みを用いた研究の進展が待たれるところで

ある。

しかしながら、本稿には次の２点の限界が存在している。第１に、PSM

研究を日本の文脈に照らし合わせて検討する視点が本稿には欠けている。

“PSM”あるいは“モチベーション”という言葉自体は用いられていな

かったとしても、PSM のような公務員に特有な価値観や態度に関する言

及は、自治体職員論などの分野で蓄積されてきた豊富な文献を紐解くこ

とで、わが国においてもおそらく見出すことが可能である。こうした掘

り起こしを通じて、「日本的な」公務員のモチベーションの内実を明らか

にする試みは、PSM 研究を日本に導入する際には必須の作業である。

第２に、本稿では PSM 研究の展開を辿ってきたが、一方で PSM 研究

をより広くアメリカ行政学研究全体の中に位置づけて把握することはで

きなかった。PSM 研究の萌芽が1970年代であったことや、行政における

価値や規範的側面を重視する立場からは、アメリカにおける「新しい行

政学」運動との関連がただちに連想される。また、近年の動向に目を向

ければ、PSM 研究と同様に NPM を批判し、そのオルタナティブを示そ

うとする New Public Service の思想が、デンハルト＝デンハルトらによっ

て精力的に展開されている（Denhardt and Denhardt 2003）。こうした研究潮

流との関連で PSM 研究をとらえることは、それが暗黙の裡に前提とし

ている公務員のもつべき倫理観や公益観が、一体どのようなものであり、

どのような思想的基盤に根差しているのかを解明する手がかりとなるは

ずである。

いずれも重要な論点であるが、本稿では十分に応答しえなかった。こ

れらについては、筆者の今後の検討課題としたい。
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注
（ 1 ）  民間企業組織を対象とする経営学においてモチベーション論が中心的な

研究主題であること、海外では後にみる PSM 研究が隆盛していることな
どを考慮すると、こうした研究の不在状況は一見奇妙に感じられる。その
原因として、田尾は、戦後にまで温存された行政の権威主義的風土や、経
営学や心理学から断絶された学界状況の存在などを指摘している（田尾
2016：47-48, 65）。

（ 2 ）  PSM 研究の射程は、必ずしも行政職員をはじめとした公務員に限定され
ず、公共サービスの提供に従事する NPO 職員なども含む場合がある。そ
の意味では、泉澤（2014）のように「公務従事者」という用語を用いるの
が本来は適切であるが、「はじめに」で述べた問題意識を本稿では優先し、
以下の本文中では、「公務員」という表現で統一する。

（ 3 ）  この他、畑田（2013）は、職員提案制度および庁内公募制度が職員の動
機づけに与えるインパクトを PSM の観点から考察している。また、厚生
経済学や労働経済学などの分野において、PSM を扱った文献がいくつか存
在する（勇上＝佐々木2013、林2010、林ほか2011）。日本における PSM 研
究の摂取は、行政学よりも経済学の分野で進んでいるのが実情である。

（ 4 ）  PSM 研究に関連する60年代の注目すべき議論として、ダウンズの著作が
ある（ダウンズ1975）。ダウンズは、一般に合理的選択理論を政治学へ応
用した研究者として知られるが、彼の官僚類型論の中では、「公共の利益
に奉仕したいという願望」が公務員の動機づけのひとつとして挙げられて
いる。

（ 5 ）  ニクソン政権下で発生したウォーターゲート事件を受けて、1972年から
74年の２年間で、政府への信頼は一気に17% も低下し、国民の政府不信は
決定的になる。この事件を受けた1978年の政府倫理法の制定は、この時期
のアメリカにおいて公務員倫理の再生が強く注目を集めたことを示す象徴
的な出来事であった。

（ 6 ）  この他に、脱工業化社会の到来に伴うポスト物質主義的価値観の台頭や、
国民の価値観の多元化、政治指導者やマスメディアによる政府批判の過熱
が政府不信の原因として指摘されている。この点については60年代以降露
出してきた人種問題やベトナム戦争における政治的対立を想起すると理解
しやすい。また、元来アメリカの政治的伝統は政府不信と親和的であり、
むしろ戦後20年間続いた高い信頼こそが異常事態であったとする見解も存
在する。アメリカにおける政府不信についての詳細は、ナイほか編（2002）
を参照。

（ 7 ）  な お、 こ の 新 法（Performance Management and Recognition System 

Termination Act）についてもその有効性が疑問視され、1991年には廃止さ
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れている。これ以降アメリカにおける行政組織への業績給導入は一時期後
退したが、近年の NPM の潮流の中で揺り戻しが生じている（Perry, Engbers 

and Yun 2009）。NPM の影響は広汎であり、20世紀末頃から世界的にも業
績給の導入は進みつつある（OECD 2005）。

（ 8 ）  Brewer, Selden and Facer（2000）などでも同様の位置づけがなされている。
（ 9 ）  本稿の対象外となるため言及はしていないが、この研究では、モチベー

ションに加えて、「行政組織は民間企業に比べレッドテープが強固である」
という言説についても検討が行われている。

（10）  公務員の利己的な動機づけは、本来 PSM 研究が批判する対象である。し
かし、ここで挙げられた要素は民間部門にはない公共部門に特有なもので
あることを理由に PSM の構成次元として組み込まれている。

（11）  当然ながら、他方では PSM の実在を否定する研究も存在する。Gabris 

and Simo（1995）は、PSM の実在性を検証するために、公共部門、民間部
門、非営利部門の労働者を対象に調査を行った結果、各部門間の労働者の
報酬選好にはほとんど差がみられなかったとしている。そして、コミュニ
ティに貢献したいという動機づけはどの部門の労働者にも同様にみられる
要素であって、公共部門に特有のものではないと結論した。しかし、この
研究に対しては、PSM の適切な操作化がされていないなど、その研究手法
に関して批判がなされている（Perry 2000, Brewer, Selden and Facer 2000）。

（12）  イギリスやカナダ、フランスなどの国々では、PSM に代わって、“public 

service ethos”や“l’éthique du bien commun”という語を用いて類似の研究
がなされている。そのため、実質的な研究数はさらに多くなると推測され
ている（泉澤2014）。

（13）  この内、後述する PSM の測定尺度を用いた調査が行われていることが
確認されたのは次の29か国である。アメリカのほか、オーストラリア、オー
ストリア、ベルギー、ブラジル、チリ、コロンビア、デンマーク、エジプ
ト、フィンランド、フランス、ドイツ、香港、イスラエル、イタリア、ジャ
マイカ、リトアニア、マレーシア、マルタ、メキシコ、ニュージーランド、
パキスタン、中国、スコットランド、韓国、スイス、台湾、トルコ、イギ
リスといった国々でデータの収集が行われている（Perry and Vandenabeele 

2015）。
（14）  ここでは、2016年11月25日時点で、Web of Science において「public 

service motivation」をキーワードに検索して表示された論文等のうち、行
政学（Public Administration）分野において公表されたものをデータとして
扱っている。なお、泉澤（2014）や Vandenabeele, Brewer and Ritz（2014）
においても Web of Science のデータが利用されている。

（15）  PSM は行政学に起源をもつ数少ない概念のひとつであるが、研究の発展
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に伴い、経済学や組織論、心理学などの領域へ輸出されるようになってい
る。本稿では主として行政学における PSM 研究を対象としているため、行
政学外における PSM 研究は基本的に射程の外に置いている。

（16）  モチベーション理論は、一般的に、欲求や選好の中身に着目する内容理
論と、 動機づけのプロセスに着目する過程理論とに区別されている

（Campbell et al. 1970）。このことに照らせば、①の研究は PSM の内容理論、
②の研究は PSM の過程理論として位置付けることも可能であろう。

（17）  その他の定義については、Bozeman and Su（2015）を参照。
（18）  APM については、論者によって「政治と政策（politics and policy）」とい

う表現が用いられる場合もある（Coursey and Pandey 2007）。本稿では、煩
雑さを避けるために、そのような場合も全て APM という表記で統一して
いる。

（19）  Perry and Wise（1990）と比較すると、「政策形成過程への参加」が APM

に、「公共の利益へ奉仕したいという願望」が CPI に、「市民の義務や政府
への忠誠心」が CD に、「社会的公正」が SJ に、「博愛心に基づくパトリオ
ティズム」が COM へとそれぞれ変換されている。

（20）  なお、COM と SS との間には高い相互相関があり、多重共線性の問題が
懸念される。しかし、カイ２乗検定の結果から、両者を１つの変数として
捉えた３次元モデルよりも４次元モデルの方があてはまりが良かったため、
ここでは４次元モデルが採用されている。

（21）  ただし、Wright（2008）によれば、Perry（1996）のオリジナルの尺度を
そのまま利用した研究は意外と少なく、Perry の尺度の一部を利用したり、
質問項目の内容を一部修正して用いられたりする場合が多いようである。

（22）  この点について、Brewer, Selden and Facer（2000）や Ritz（2011）が APM

の妥当性を疑問視している。特に Ritz（2011）は詳細な検討を行っており、
スイスの自治体職員へのインタビュー調査を通じて、APMは、Perry（1996）
で議論されたような私的利益の追求を意味する合理的次元ではなく、むし
ろプロフェッションに基づく規範的次元に位置したモチベーションととら
えるべきであると主張している。

（23）  協働研究に参加したのは、アメリカ、イギリス、フランス、イタリア、
オランダ、ベルギー、スイス、デンマーク、リトアニア、オーストラリア、
中国、韓国の計12か国である。

（24）  ひとえに新制度論と言ってもその内容は多岐にわたる。PSM 研究が批判
する合理的選択理論にさえも新制度論の影響は及んでおり、新制度論は、

「いわば孤立した生き物ではなくむしろその中に複数の特定種を有する一
つの属である」とすら表現される （ピータース2000：13）。Hall and Taylor

（1996）によれば、新制度論には大別して歴史的制度論、合理的選択制度
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論、社会学的制度論の３つの潮流があるとされる。
（25）  「適切さの論理」は、あくまで「結果の論理」に対するオルタナティブ

であって、「結果の論理」に基づく行動そのものを否定しているわけでは
ない。人間の動機づけや行動の態様は様々であり、「適切さの論理」以外
にも、感情や強制、効用計算などが人間の行動を説明するための変数とな
り得る（March and Olsen 2006: 701）。同様に、PSM のプロセス理論も、公
務員のあらゆる行動を説明できる理論として構築されていない点に留意す
る必要がある。

（26）  この点に関連して、日本においても政治学者の齋藤純一が公共性概念を
official・common・open の３つの観点から整理している（齋藤2000：viii-

ix）。両者の概念整理にはかなりの共通性がみられる一方で、エージェンシー
と official の関係については、前者がコミュニティに対する責任を意味する
一方、後者は強制、権力、義務といった性格を含意している点で相違がみ
られる。

（27）  ペリー＝バンデナビールは、コミュニティの重要性について、マーチ＝
オルセンの次の記述を引用している。曰く、「実際、政治学における制度
理論のすべてが、コミュニティの概念に重要な位置づけを与えている。人
は、あたかも共通の人生やアイデンティティを他者と共有でき、他者への
関心を持つことができるかのように見える。個人にとっての善はコミュニ
ティのメンバーにとっての善であり、彼の行動はコミュニティ全体を考慮
してなされるようになる」（March and Olsen 1995: 36）。

（28）  ここで、自己調整とは、環境からの刺激が個人の認知や情緒、行動など
に及ぼす影響の仕方を自律的に調整する人間の自己操縦プロセスを意味し
ている（レイサム2009：297）。

（29）  この結果についてレウィス＝フランクは、高学歴層とは対照的に、一般
に低学歴層に位置する人々にとっては、民間部門と比べ公共部門で働くこ
とは相対的に高い賃金を獲得することにつながりやすく、そのため報酬選
好における賃金の比重が高まるためではないかと考察を加えている。

（30）  Antonsen and Jørgensen（1997）によれば、内部管理やインフラ整備を担
当する行政機関は低い公共性をもつ組織（low-publicness organization）に
分類され、教育や文化、福祉分野を担当する行政機関は高い公共性をもつ
組織（high-publicness organization）に分類されている。

（31）  この発見は、以下の本文中で述べる近年の経験的証拠とも軌を一にして
いる。

（32）  一方で、彼らが最初に加入した組織から離脱し、別の組織へ移動しよう
とする場合に、高い PSM をもつ個人はより公共部門で働くことを選択す
る傾向があることも明らかになっている。
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（33）  操作化の方法はセクターごとに異なる。まず公共部門ではクライアント
との接触機会が変数に設定され、次に民間部門では職業上の知識を生かし
た社会貢献活動を意味するプロボノ活動の有無が、そして非営利部門では
クライアントの代表として活動する機会が変数として設定された。

（34）  ここで職務パフォーマンスとは、組織の中で働く個人単位で発揮される
パフォーマンスを意味しており、組織全体で発揮されたパフォーマンスを
意味する組織パフォーマンスと区別される。なお、PSM と組織パフォーマ
ンスの関係に焦点を当てた研究として、Brewer and Selden（2000）、Kim

（2005）、Rainey and Steinbauer（1999）がある。研究の数が少ないため再
現性には疑問が残るが、これらの研究では PSM と職務パフォーマンスの
間には正の相関関係が示されている。

（35）  組織社会化とは、「組織への参入者が組織の一員となるために、組織の
規範・価値・行動様式を受け入れ、職務遂行に必要な技能を習得し、組織
に適応していく過程」であるとされる（高橋1993：2）。

（36）  この分類軸は、Pandey and Stazyk（2008）と同様のものである。また、
この他に、個人と制度的要因との距離による分類がある。制度をマクロ・
メゾ・ミクロレベルに識別し、ミクロなレベルの制度であるほど個人に直
接的な影響を与えることが予測されている（Vandenabeele, Brewer and Ritz 

2014）。
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